
  令和７年９月 12日      富 山 県 報        号  外  1   

 

 

 

 

 

 
号  外 

 

  目      次  
    

   規  則 

 ○富山県税条例施行規則の一部を改正する規則             １ 

 

 

∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨ 

規      則 
∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨ 

 富山県税条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和７年９月12日 

富山県知事 新  田  八  朗  

富山県規則第50号 

   富山県税条例施行規則の一部を改正する規則 

 富山県税条例施行規則（昭和29年富山県規則第27号）の一部を次のように改正す 

る。 

 第11条第１項中「又は手数料」を削り、同条第２項を削る。 

 第15条中「徴収」の次に「（個人の事業税に係るものを除く。）」を加える。 

 第20条の表の⑵の項中「、第15条の６の２第３項及び法附則第59条第３項」を 

「及び第15条の６の２第３項」に、「徴収の猶予若しくは徴収の猶予期間の延長又 

は換価の猶予若しくは換価の猶予期間の延長決定通知書」を「徴収の猶予若しくは 

徴収の猶予期間の延長又は換価の猶予若しくは換価の猶予期間の延長通知書」に改 

め、同表の⑶の項中「及び法附則第59条第３項において準用する場合」を削り、 

「第30号様式の２」を「第30号様式の３」に改め、同表の⑷の項中「（法附則第59 

条第３項において準用する場合を含む。）」を削り、同表の⑸の項中「及び法附則 

第59条第３項」を削り、同表の⑹の項中「滞納処分の停止通知書」を「滞納処分の 

執行停止通知書」に改め、同表の⑺の項中「滞納処分の停止取消通知書」を「滞納 

処分の執行停止取消通知書」に改め、同表の⑻の項を削る。 

毎週月.水.金曜日発行 
令和７年９月12日 

金 曜 日 
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 第29条第２項中「第32条第４項」を「第32条第６項」に改める。 

 第35条中「、第51条第１項若しくは第２項、第71条第１項」及び「、第 138条の 

10第１項、第 146条の２第１項」を削り、「県税減免決定通知書」の次に「、条例 

第51条第１項若しくは第２項の規定により県税の減免に関する承認をした場合にお 

いては第49号様式の２による法人県民税均等割額の減免承認通知書、条例第71条第 

１項の規定により県税の減免に関する決定をした場合においては第49号様式の３に 

よる個人事業税減額通知書、条例第 138条の10第１項又は第 146条の２第１項の規 

定により県税の減免に関する決定をした場合（第 138条の７第１項又は第 145条第 

１項の規定による申告と同時に減免の申請があつた場合を除く。）においては第49 

号様式の４による自動車税減免決定通知書」を加え、「第49号様式の２」を「第49 

号様式の５」に改める。 

 第36条の表の(45)の項中「交付要求等に係る金銭の充当済通知書」を「充当通知書」 

に改める。 

 第40条の表の⑶の項中「県民税決定報告書」を「県民税賦課状況報告書（当初）」 

に改め、同表の⑸の表中「県民税変更報告書」を「県民税賦課状況報告書（確定）」 

に改め、同表の⑻の項中「法人県民税・法人事業税・特別法人事業税・地方法人特 

別税の更正・決定・加算金決定通知書」を「法人県民税・法人事業税・特別法人事 

業税又は地方法人特別税更正決定等通知書」に改め、同表の⑽の項中「県民税利子 

割更正・決定・加算金決定通知書」を「県民税利子割更正決定等通知書」に改め、 

同表の⑾の項中「県民税配当割更正・決定・加算金決定通知書」を「県民税配当割 

更正決定等通知書」に改め、同表の⑿の項中「県民税株式等譲渡所得割更正・決定 

・加算金決定通知書」を「県民税株式等譲渡所得割更正決定等通知書」に改め、同 

表の⒀の項中「法人事業税・特別法人事業税の確定申告書の提出期限の延長の承認 

等通知書」を「法人事業税・特別法人事業税に係る確定申告書の提出期限の延長の 

承認等の通知書」に改め、同表の⒅の項中「徴収の猶予若しくは徴収の猶予期間の 

延長又は換価の猶予若しくは換価の猶予期間の延長決定通知書」を「徴収の猶予若 

しくは徴収の猶予期間の延長又は換価の猶予若しくは換価の猶予期間の延長通知書」 

に改め、同表の⒆の項中「第30号様式の２」を「第30号様式の３」に改める。 

 第44条の表の⑹の項中「不動産の決定価格等の通知書」を「不動産取得税不動産 
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価格通知書」に改め、同表の⑼の項中「不動産取得税徴収猶予決定通知書」を「徴 

収猶予通知書」に改め、同表の⑾の項中「不動産取得税徴収猶予取消通知書」を 

「徴収猶予取消通知書」に改める。 

 第45条（見出しを含む。）及び第45条の２（見出しを含む。）中「不動産取得税 

減額決定通知書」を「不動産取得税減額通知書」に改める。 

 第46条の表の⑸の項を削る。 

 第52条の表の⑴の項中「第 138条の７第２項」を「第 138条の７第３項」に改め、 

同表の⑻の項中「自動車税（環境性能割）更正・決定・加算金決定通知書」を「自 

動車税環境性能割更正・決定・加算金決定通知書」に改める。 

 第53条から第55条までを次のように改める。 

第53条から第55条まで 削除 

 第56条中「第 138条の７第２項ただし書」を「第 138条の７第３項」に、「第 

 143条第３項ただし書」を「第 143条第３項」に改める。 

 第57条から第61条までを次のように改める。 

第57条から第61条まで 削除 

 第62条の見出し中「免除決定通知書」を「免除通知書」に改め、同条中「自動車 

税（環境性能割）免除決定通知書」を「自動車税環境性能割課税免除通知書」に改 

める。 

 第63条の見出し中「免除決定通知書」を「免除通知書」に改め、同条中「自動車 

税（環境性能割）免除決定通知書」を「自動車税環境性能割課税免除通知書」に改 

める。 

 第67条の表の⑵の項中「軽油引取税特別徴収義務者登録通知書」を「特別徴収義 

務者登録通知書」に改め、同表の⑹の項中「徴収の猶予若しくは徴収の猶予期間の 

延長又は換価の猶予若しくは換価の猶予期間の延長決定通知書」を「徴収の猶予若 

しくは徴収の猶予期間の延長通知書」に、「第30号様式」を「第30号様式の２」に 

改め、同表の⑺の項中「第30号様式の２」を「第30号様式の３」に改め、同表の⒀ 

の項中「軽油引取税更正・決定・加算金決定通知書」を「軽油引取税更正・決定・ 

（加算金決定）等通知書」に改め、同表の⒁の項を削る。 
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 第76条の表の⑷の項中「自動車税（種別割）納税証明書」を「自動車税種別割納

税証明書」に改める。 

 第77条第３項中「第49号様式」を「第49号様式の４」に、「第49号様式の２」を 

「第49号様式の５」に改める。 

 附則第４項中「附則第12条の２」を「附則第12条の２の２」に改め、附則に次の 

１項を加える。 

６ 令和７年度における第59条第２項の規定の適用については、同項中「４月１日 

 から２月末日まで」とあるのは「４月１日から８月末日まで」と、「３月１日か 

 ら３月末日まで」とあるのは「９月１日から９月末日まで」とする。 

 第４号様式を次のように改める。 

 



 第４号様式（第５条関係） 
 

領収済通知書 ○公 

加入者名 富山県総合県税事務所 口座記号番号 
 

金額 円 

収納機関番号 
 

納付番号 
 

確認番号 
 

納付区分 
 

納期限 
 

年度 
  

OCR-ID 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

延滞 

金額 

 

 

円 

課税事務所  

取りまとめ金融機関  

合計 

金額 

 

 

円 

取りまとめ店 

 

納税者氏名                       様 

C 

V 

S

収

納

用 

 

 

○公 

納付(入)書（原符） 

加入者名 
 
 

富山県総合県税 
 
事務所 

口座記号 
 

番  号 

 

納付番号  

確認番号  納付区分  

税目  

納期限  

金額 円 

延滞金 円 

合計金額 円 

納税者氏名 様 

納付内容  

課税事務所  
 

 

領収証書 ○公 

納付番号  確認番号  

  納付区分  

税目  年度  

期別  

申告処理区分 

 

事務所 
富山県総合県税 
 
事務所 

納期限 年 月 日   

 

 

 

納付（納入） 

する額 

税額 円 

延滞金 円 

 円 

 円 

合計 円 

 

 

 

 

 

 

金額 円 

延滞金 円 

合計金額 円 
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左記金額を領収しました。 

領収日付印 

領収日付印 

領収日付印 
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 第８号様式中「富山県指定金融機関北陸銀行又は富山県収納代理金融機関」を削 

る。 

 第９号様式中「納付（納入場所）」を「納付（納入）場所」に改め、「富山県指 

定金融機関北陸銀行又は富山県収納代理金融機関」を削る。 

 第10号様式⑴を次のように改める。 
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第10号様式⑴（第５条、第42条関係） 

                             第     号  

                             年  月  日  

      様 

                       富山県総合県税事務所長 印  

                       （富山県知事）        

             過誤納金等還付(充当)通知書             

  次の過誤納となつた金額を還付します（充当等しました）ので、通知します。 

 還付する金額 

 円 ＝①過誤納金の額 ＋ ②還付加算金の額 － ③充当額 

 ＜過誤納金の額等の明細＞ 

税 目      

科 目      

課税・登録番号      

年 度 ・ 期 別      

納付(納入）すべき額(円)      

納付(納入)した額(円)      

過誤納金の額(円)      

還付加算金の額(円)      

お返しする理由      

発 生 年 月 日      

   ①過誤納金の額  合計（円）＝  

   ②還付加算金の額 合計（円）＝  

 

 ＜充当明細＞ 

未 納 の 税 目      

未 納 の 税 目      

事 務 所      

課税・登録番号      

年 度 ・ 期 別      

充 当 適 状 日      

充 当 額 （ 円 )      

充当後未納額（円)      

   ③充当額     合計（円）＝  
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 ＜振替口座＞                               

金融機関 
  払 込 日  

 払込金額 円 

預金種別  口座番号   払 込 人  

注 意 事 項 

１ 処分に不服がある場合の救済の方法 

 ⑴ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日か 

  ら起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をすることができます。 

  ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査 

  請求をすることができません。 

 ⑵ ⑴の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日 

  の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴訟において富山 

  県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを 

  提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁 

  決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ア 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がない 

   とき。 

  イ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避 

   けるため緊急の必要があるとき。 

  ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

２ 特別法人事業税及び地方法人特別税に関する充当等の特例について 

  特別法人事業税及び特別法人事業譲与税に関する法律（平成31年法律第４号） 

 第14条第１項第１号又は第２号に掲げる還付金等がある場合の充当等について 

 は、同条第２項又は第３項の規定が適用されます。 

  また、地方税法等の一部を改正する等の法律（平成28年法律第13号）附則第 

 31条第２項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第９条の規定 

 による廃止前の地方法人特別税等に関する暫定措置法（平成20年法律第25号） 

 第16条第１項第１号又は第２号に掲げる還付金等がある場合の充当等について 

 は、同条第２項又は第３項の規定が適用されます。 
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 第12号様式⑴を次のように改める。 

 

 



 

 

 第12号様式⑴（第５条関係） 

                           （表１）                            

 

県税督促状 

 

 

 

                  様 

 

 
次のとおり未納となつていますので、下記のとおり至急納めてください。 

 

 

課税番号 

年度 期別 区分   

納付 

(納入) 

する金額 

未納税額 円 

     円 

税目 納期限    円 

     円 

所轄事務所 根拠規定   円 

   合計 円 

 

 

 

                                        年 月 日         

                                          富山県総合県税事務所長 印 

                                           （ 富 山 県 知 事 ） 
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                           （表２）                            
 

 

領収済通知書 ○公 

加入者名 富山県総合県税事務所 口座記号番号  金額                 円 

収納機関番号  納付番号  確認番号  納付区分  

納期限  年度   OCR-ID  

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 

延滞 

金額 
 

円 

課税事務所  

取りまとめ金融機関  

合計 

金額 
 

円 

取りまとめ店 

 

納税者氏名 様 

C 

V 

S 

収

納

用 

 

 

○公 

納付(入)書（原符） 

加入者名 
 

 

富山県総合県税 
 
事務所 

口座記号 
 

番  号 

 

納付番号  

確認番号  納付区分  

税目  

納期限  

金額 円 

延滞金 円 

合計金額 円 

納税者氏名 様 

納付内容  

課税事務所  
 

 

領収証書 ○公 

納付番号  確認番号  

課税番号  納付区分  

税目  年度  

期別  

申告処理区分 

 

事務所 

 

 

納期限 年 月 日   

 

 
 

納付（納入） 

する額 

税額 円 

延滞金 円 

 円 

 円 

合計 円 

 

 

 

 

金額 円 

延滞金 円 

合計金額 円 
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左記金額を領収しました。 

領収日付印 

領収日付印 

領収日付印 



 

 

                            （裏）                            
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【延滞金について】 

 延滞金は、納期限の翌日から納付の日までの期間の日 

数に応じ、税額に年14.6パーセント（納期限の翌日から 

１月を経過する日までの期間については年 7.3パーセン 

ト）の割合（当該期間の属する各年の前年に租税特別措 

置法（昭和32年法律第26号）第93条第２項に規定する平 

均貸付割合に年１パーセントの割合を加算した割合（以 

下「延滞金特例基準割合」という。）が年 7.3パーセント 

の割合に満たない場合には、その年中においては、年14.6 

パーセントの割合にあつてはその年における延滞金特例 

基準割合に年 7.3パーセントの割合を加算した割合と 

し、年 7.3パーセントの割合にあつては当該延滞金特例 

基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該 

加算した割合が年 7.3パーセントの割合を超える場合に 

は、年 7.3パーセントの割合）とします。）を乗じて計算 

した金額です。 

 この場合、税額 1,000円未満の端数があるとき、又は 

税額の全額が2,000円未満であるときは、その端数金額又 

はその全額を切り捨てて計算します。 

【処分に不服がある場合の救済の方法】 

１ この処分について不服があるときは、この処分があ 

 つたことを知つた日の翌日から起算して３月以内に、 

 富山県知事に対して審査請求をすることができます。 

 ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過 

 したときは、当該審査請求をすることができません。 

２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該 

 裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以 

 内に、富山県を被告として（訴訟において富山県を代 

 表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取 

 消しの訴えを提起することができます。ただし、次の 

 いずれかに該当するときは、当該裁決を経ないで、こ 

 の処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 

 ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を 

  経過しても裁決がないとき。 

 ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により 

  生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があると 

  き。 

 ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由がある 

  とき。 

 

 この督促状を発した日から、起算して10日を経 

過した日までに徴収金を完納されない場合は、財 

産差押の処分を受けますから注意してください。 
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 第12号様式⑵を次のように改める。 

第12号様式⑵ 削除 

 第12号様式⑷を削る。                           

 第13号様式の７中 
「 

備 考 
」 
を 
「 

摘 要 
」 

に改める。 

 第17号様式を次のように改める。 

第17号様式 削除 

 第22号様式を次のように改める。 
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第22号様式（第14条関係）                          

（表） 

 

     税 納税通知書 

 

 

       様 

 

   下記のとおり賦課しましたから納めてください。 

 

課税番号  課税年度   納付内訳 
 区分   

税率 課税標準額 既賦課分課税標準額  税額 円 円 
％ 円 円  納期限 年 月 日 年 月 日 

  

 課税済額 減免額等 差引税額    

円 円 円 円    

課税の根拠 地方税法第 条及び富山県税条例第 条    

 

                     年  月  日         

                      富山県総合県税事務所長 印  
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 （裏） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【延滞金について】 

 延滞金は、納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、税額に年 

14.6パーセント（納期限の翌日から１月を経過する日までの期間については年 

 7.3パーセント）の割合（当該期間の属する各年の前年に租税特別措置法（昭 

和32年法律第26号）第93条第２項に規定する平均貸付割合に年１パーセントの 

割合を加算した割合（以下「延滞金特例基準割合」という。）が年 7.3パーセン 

トの割合に満たない場合には、その年中においては、年14.6パーセントの割合 

にあつてはその年における延滞金特例基準割合に年 7.3パーセントの割合を 

加算した割合とし、年 7.3パーセントの割合にあつては当該延滞金特例基準割 

合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年 7.3パーセ 

ントの割合を超える場合には、年 7.3パーセントの割合）とします。）を乗じ 

て計算した金額です。 

 この場合、税額に1,000円未満の端数があるとき、又は税額の全額が2,000円 

未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てて計算します。 

【処分に不服がある場合の救済の方法】 

１ この処分について不服があるときは、この処分があつたことを知つた日 

 の翌日から起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をするこ 

 とができます。ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過し 

 たときは、当該審査請求をすることができません。 

２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた 

 日の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴訟におい 

 て富山県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消し 

 の訴えを提起することができます。ただし、次のいずれかに該当すると 

 きは、当該裁決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することが 

 できます。 

 

 ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決が 

  ないとき。 

 ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害 

  を避けるため緊急の必要があるとき。 

 ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
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 第23号様式⑴中 
｢ 納税通知 

書番号  ｣ 
を 

｢ 
課税番号 

｣ 
に改める。 

 第23号様式⑵を次のように改める。      
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第23号様式⑵（第14条関係） 

                             第     号  

                             年  月  日  

      様 

                       富山県総合県税事務所長 印  

              個人事業税減額通知書              

  次のとおり個人事業税の税額を減額しましたから通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日か 

  ら起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をすることができます。 

  ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査 

  請求をすることができません。 

 ２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日 

の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴訟において富山 

県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを 

提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁 

決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がない 

とき。 

  ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避 

けるため緊急の必要があるとき。 

  ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
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 第23号様式⑶を削る。                           

 第29号様式中「納税者番号」を「課税番号」に、 

｢ 
滞納処分費 

 

を 

 地方税法の規定による 

金額       円 

 
 

同 
 

 
同 

 
 

同 
 

 
同 

」 
                                      
｢ 滞 納 
処分費 

摘要  

に改める。 

 

地 方 税 
法 の 規 
定 に よ 
る 金 額 
     円 

  

 
同 

  

 
同 

  

 
同 

  

 
同 

 
｣ 

 第30号様式を次のように改める。 
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第30号様式（第20条、第40条関係） 

                             第     号  

                             年  月  日  

 納税者（特別徴収義務者） 

  住（居）所 

  （所在地） 

  氏   名      様 

  （名 称） 

                       富山県総合県税事務所長 印  

                       （富山県知事） 

          徴収（換価）の猶予（期間の延長）通知書          

  次のとおり徴収（換価）の猶予（期間延長）を決定したので通知します。また、 

 これに伴う次の期間に係る延滞金額については、（全額・２分の１）免除します。 

 なお、分納を認められた納付（納入）金額は、必ず期限までに納付（納入）して 

 ください。その期限までに納付（納入）されないときは徴収の猶予等を取り消す 

 ことがあります。 
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 第30号様式の２を第30号様式の３とし、第30号様式の次に次の１様式を加える。 
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第30号様式の２（第67条関係) 
 

                                   第     号  

                                   年  月  日  

 住所(所在地) 

 

 氏名(名 称) 

 

富山県総合県税事務所長 印  

徴収の猶予（期間の延長）通知書 

 次のとおり徴収の猶予を決定しましたから通知します。 

 また、これに伴う次の期間にかかる延滞金額については、全額免除します。 

 なお、分納を認められた納入金額は必ず期限までに納入してください。その期限までに納入さ 

れないときは、徴収の猶予を取り消すことがありますから、念のため申し添えます。 

徴収の猶予をする金額 

課 税 番 号 

 

年度 期別 税 目 納期限 本税 延滞 

金 

加算 

金 

重加 

算金 

滞 

納 

処 

分 

費 

     円 円 円 円 円 

猶 

予 

期 

間 

 自 

 年 月 日 

 至 

 年 月 日 

納 

付 

計 

画 

納入年月日 納入金額 

  

  

  

担 

 

保 

種   類 数量 価   格 所   在   地 保証人 

    
所在地 
 
 
 
名 称 

 
 

    

    

備 

 

考 

１ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日から起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をする 

 ことができます。ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査請求をすることができません。 

２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴 

 訟において富山県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、次のいず 

 れかに該当するときは、当該裁決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

 ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

 ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
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 第33号様式を次のように改める。 
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第33号様式（第20条、第40条関係） 

                             第     号  

                             年  月  日  

 納税者（特別徴収義務者） 

  住（居）所 

  （所在地） 

  氏   名      様 

  （名 称） 

                       富山県総合県税事務所長 印  

                       （富山県知事） 

            徴収（換価）の猶予取消通知書            

  地方税法第  条第  号の規定により、徴収（換価）の猶予を取り消しまし 

 たから通知します。（また、この取消処分により、延滞金の免除も取り消します。） 

 なお、未納の徴収金は、    年  月  日までに納付（納入）してくださ 

 い。同日までに納付（納入）されないときは、直ちに滞納処分を執行します。 

 

 

に、富山県を被告として（訴訟において富山県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消 

しの訴えを提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁決を経ないで、この処 

分の取消しの訴えを提起することができます。 
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 第35号様式から第37号様式までを次のように改める。 
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第35号様式（第20条関係） 

                             第     号  

                             年  月  日  

 納税者（特別徴収義務者） 

  住（居）所 

  （所在地） 

  氏   名      様 

  （名 称） 

                       富山県総合県税事務所長 印  

                       （富山県知事） 

             滞納処分の執行停止通知書             

  次の滞納金額については、地方税法第15条の７第１項の規定により、滞納処分 

 の執行を停止したから通知します。なお、資力が回復し、納税することができる 

 状態になつた場合には、執行の停止を取り消しますので、念のため申し添えます。 
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第36号様式（第20条関係） 

                             第     号  

                             年  月  日  

 納税者（特別徴収義務者） 

  住（居）所 

  （所在地） 

  氏   名      様 

  （名 称） 

                       富山県総合県税事務所長 印  

                       （富山県知事） 

            滞納処分の執行停止取消通知書            

  次の滞納金額については、    年  月  日に滞納処分の執行を停止し、 

 その旨通知しましたが、地方税法第15条の８第１項の規定により滞納処分の停止 

 の取消しをしたから通知します。なお、次の滞納金額は、    年  月   

 日までに納付（納入）してください。同日までに納付（納入）されないときは、 

 直ちに滞納処分を執行しますから、念のため申し添えます。 
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第37号様式 削除 

 第42号様式の２の３を次のように改める。 
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第42号様式の２の３（第28条の２関係） 
 

                 公告                 
 
                           年  月  日  
 
 第     号 
 
                     富山県総合県税事務所長 印  
                     （富山県知事） 
 
  地方税法第20条の２第１項の規定に基づき、次の書類を公示送達します。 
  なお、送達すべき書類は当所（当庁）において保管しておりますから、申 
 出の有り次第いつでも交付します。 
  この書類は、地方税法第20条の２第３項の規定に基づき、掲示を始めた日 
 から起算して７日を経過したときをもつて送達されたものとみなされます。 
 

送達する書類の名称 氏名（名称） 摘要 
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 第43号様式⑴を次のように改める。 
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第43号様式⑴（第29条関係） 

                 納税証明書                 

         住     所 

         氏名または名称 

                             様 
使用目的  
 
 

 

証明事項       

税目 
 

事業年度・課税年度 
または年・月 

区分 納付（納入） 
すべき額 円 

納付（納入） 
した額  円 

未納の額 
    円 

法定 
納期限等 

 
 

     
 

 
 

     

 
 

     

 
 

     

 
 

     

 
 
 
 

課税客体等 表示用登録番号    （車体番号：          ） 

 上記のとおり相違ないことを証明します。 

                       富山県総合県税事務所長 印  

                       （富山県知事） 

 

                             第     号  

                             作成年月日 
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 第43号様式⑶を次のように改める。 

第43号様式⑶ 削除 

 第43号様式⑸を次のように改める。 
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第43号様式⑸（第29条関係） 

              納税証明書交付申請書              

                             年  月  日  

  富山県総合県税事務所長 殿 

  （富山県知事） 

      申請者 

     （納税者）住所（所在地） 

          氏名（名称）                      

          日中連絡のつく電話番号  （  ）  ―     

     ※納税者の代理人が申請される場合は、下記にも記入願います。 

      代理人 住所 

          氏名                          

          日中連絡のつく電話番号  （  ）  ―      

  次の目的に使用するため納税証明書の交付を申請します。 

使
用
目
的 

該当の番号を○で囲み、「６ その他」の場合は、具体的に記入してください。 
１ 建設業許可申請（変更届）用 ４ 資金借入用（全税目に滞納がないこと。） 
２ 入札参加資格審査用     ５ 資金借入用（指定税目の金額） 
３ 融資制度利用申請用     ６ その他〔             〕 

証
明
事
項 

該当の番号を○で囲んでください。 
１ 納付すべき額、納付した額及び未納の額 
 （該当税目に○印を付け、年度区分を記入してください。） 

 法人県民税 事業年度  年  月  日～  年  月  日 
事業年度  年  月  日～  年  月  日 
事業年度  年  月  日～  年  月  日  

法人事業税 
特別法人事業税 

 個人事業税   年所得分   年所得分   年所得分 

       税  

２ 全税目に滞納がないこと。 

３ 地方税法第16条の４第２項の規定により通知した金額 

４ 滞納処分を受けたことがないこと。 
 （該当する欄に○印を付けて記入してください。） 

 全税目に対し、過去  年 

        税に対し、過去  年 

５ 地方税法施行規則第１条の９に定める事項 
 〔                                 〕 

発行枚数   枚 
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 第43号様式の２中「第32条第４項」を「第32条第６項」に改める。 

 第47号様式の４備考３⑶中「（法附則第62条第１項の規定の適用がある場合には 

、新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス 

（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力 

を有することが新たに報告されたものに限る。）である感染症をいいます。）及び 

そのまん延防止のための措置の影響により法第73条の27の２第１項に規定する耐震 

改修をして当該耐震基準不適合既存住宅をその取得の日から６月以内に自己の居住 

の用に供することができなかつたことにつき地方税法施行規則（昭和29年総理府令 

第23号）で定めることにつき証明がされること並びに当該住宅の当該耐震改修の日 

から６月以内に令第37条の18第３項第２号の規定に該当する住宅であることを明ら 

かにする書類）」を削る。 

 第49号様式⑴を第49号様式とし、第49号様式⑵から第49号様式⑷までを削る。 

 第49号様式の２⑶を第49号様式の５⑶とし、第49号様式の２⑵を第49号様式の５ 

⑵とし、第49号様式の２⑴を第49号様式の５⑴とし、第49号様式の次に次の３様式 

を加える。 
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第49号様式の２（第35条関係) 

                             第     号  

                             年  月  日  

      様 

                       富山県総合県税事務所長 印  

            法人県民税均等割額の減免承認通知書          

  さきに申請のあつた法人県民税均等割の減免については、富山県税条例第51条 

 第  項の規定に基づき承認します。 
 

申 
請 
者 

所在地 
 
 事業年度 

法人名         から  
       まで  

 減免前の 
均等割額 

減免する 
均等割額 

減免後の 
均等割額 

法人県民税 
均等割額 

円 円 円 

摘要  
 

 １ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日か 

  ら起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をすることができます。 

  ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査 

  請求をすることができません。 

 ２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日 

  の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴訟において富山 

  県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを 

  提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁 

  決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がない 

   とき。 

  ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避 

   けるため緊急の必要があるとき。 

  ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

                         課税番号         

                         法人番号         
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第49号様式の３（第35条関係） 

                             第     号  

                             年  月  日  

      様 

                       富山県総合県税事務所長 印  

              個人事業税減額通知書              

  次のとおり個人事業税の税額を減額しましたから通知します。 

 １ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日か 

  ら起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をすることができます。 

  ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査 

  請求をすることができません。 

 ２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日 

  の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴訟において富山 

  県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを 

  提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁 

  決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がない 

   とき。 

  ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避 

   けるため緊急の必要があるとき。 

  ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
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第49号様式の４（第35条、第77条関係) 

                             第     号  

                             年  月  日  

      様 

                       富山県総合県税事務所長 印  

         自動車税 
減免 

決定通知書         
  課税免除の承認   

  次のとおり自動車税       を決定しましたから通知します。 
 

登録番号 年度 既確定額（円） 確定額（円） 増減額（円） 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

  

 １ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日か 

  ら起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をすることができます。 

  ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査 

  請求をすることができません。 

 ２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日 

  の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴訟において富山 

  県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを 

  提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁 

  決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がない 

   とき。 

  ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避 

   けるため緊急の必要があるとき。 

  ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
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 第51号様式中「備考」を「摘要」に改める。 

 第51号様式の４中「納税者番号」を「課税番号」に、「備考」を「摘要」に改め 

る。 

 第51号様式の５⑴から第51号様式の６までの規定中「納税者番号」を「課税番号」 
 

に、 
「 

備考 
」 
を 
「 

摘要 
」 

に改める。 

 第51号様式の７中「備考」を「摘要」に改める。 
 

 第51号様式の８中 
｢ 
備考 

」 
を 
「 

摘要 
」 
に改める。 

 第51号様式の10及び第51号様式の11中「納税者番号」を「課税番号」に、「備考」 

を「摘要」に改める。 

 第51号様式の13⑴から第51号様式の14⑵まで、第51号様式の17及び第51号様式の 
 

19⑴中「納税者番号」を「課税番号」に、 
「 

備考 
」 
を 
「 

摘要 
」 
に改める。 

 

 第51号様式の19⑵中 
「 

備考 
」 
を 
「 

摘要 
」 
に改める。 

 第51号様式の20から第51号様式の22⑶までの規定中「納税者番号」を「課税番号」 
 

に､ 
「 

備考 
」 
を 
「 

摘要 
」 
に改める。 

                                      

 第51号様式の22⑷及び第51号様式の22⑸中 
「 

備考 
」 
を 
「 

摘要 
」 
に改める。 

 第51号様式の34⑴及び第51号様式の34⑵中「納税者番号」を「課税番号」に、 
 
「 

備考 
」 
を 
「 

摘要 
」 
に改める。 

 第51号様式の43⑵中「納税者番号」を「課税番号」に、 
 
「 

本税 
延 滞 

金 額 

加 算 

金 額 

重加算 

金 額 

滞 納 

処分費 
計 

法定納 

期限等 

」 

を 

 地方税法 

の規定に 

よる金額 

円 

円 円 地方税法 

の規定に 

よる金額 

円 

円  

 同   同   

 同   同   
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「 

本税 
延 滞 

金 額 

加算 

金額 

重加算 

金 額 

滞 納 

処分費 
計 

法定納 

期限等 
摘要 

」 

に改める。 

 地方税法 

の規定に 

よる金額 

円 

円 円 地方税法 

の規定に 

よる金額 

円 

円   

 同   同    
 同   同    

 第51号様式の44を次のように改める。 
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第51号様式の44（第36条関係） 

                             第     号  

                             年  月  日  

 

                       富山県総合県税事務所長 印  

                       （富山県知事） 

                 配当計算書                 

  次のとおり換価代金等を配当します。国税徴収法第 131条の規定によりこの計 

 算書を作成します。 
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 第51号様式の45中「交付要求等に係る金銭の充当済通知書」を「充当通知書」に、 
 

「納税者番号」を「課税番号」に、 

｢ 加算金額 重加算金額 滞納処分費 計  

を 

 円 円 円 円 
 

      
      
      
     ｣ 

                                     
｢ 
加算金額 

重加算 
金 額 

滞 納 
処分費 計 摘要  

に改める。 

 円 円 円 円   

       

       

       

      
｣ 

 

 第51号様式の46中「納税者番号」を「課税番号」に、 
「 

備考 
」 
を 
「 

摘要 
」 
に改 

める。 

 第58号様式を次のように改める。 

 



 

 

 第58号様式（第40条関係）                                           

   富山県総合県税事務所長 殿 

                        年度分県民税賦課状況報告書（当初）                

   富山県税条例第42条第１項の規定により、次のとおり報告します。 

                                                  市町村長  
 

 

 

 

 
 
令
和
７
年
９
月

12
日
 
 
 
 
 
 
富
 
山
 
県
 
報

 
 
 
 
 
 
 
号

 
 
外
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 第59号様式を次のように改める。 
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 第59号様式（第40条関係）                                           

   富山県総合県税事務所長 殿 

                        年度分県民税賦課状況報告書（確定）                 

   富山県税条例第42条第２項の規定により、次のとおり報告します。 

                                                  市町村長   
 

 

 

 

 

 
  

 
 
令
和
７
年
９
月

12
日
 
 
 
 
 
 
富

 
山
 
県

 
報

 
 
 
 
 
 
 
号

 
 
外
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 第62号様式⑴及び第62号様式⑵を次のように改める。 
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第62号様式⑴（第40条関係） 

                             年  月  日  

      様 

                       富山県総合県税事務所長 印  

    法人県民税・法人事業税・特別法人事業税又は地方法人特別税更正 

    決定等通知書 

  次のとおり更正・決定及び加算金決定しましたから通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＋ ＋ ＋ ＋ －  

分 
 
 

割 
 
 

基 
 
 

準 

年 月 日 から    年 月 日まで 
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 １ 不足税額については、申告納付すべきであつた納期限の翌日から納付の日 

  までの期間の日数に応じ、不足税額に年14.6パーセント（この通知書の納期 

  限までの期間又は当該納期限の翌日から１月を経過する日までの期間につい 

  ては、年 7.3パーセント）の割合（平成12年１月１日から平成25年12月31日 

  までの期間については、当該期間の属する各年の前年の11月30日を経過する 

  時における日本銀行法（平成９年法律第89号）第15条第１項第１号の規定に 

  より定められる商業手形の基準割引率に年４パーセントの割合を加算した割 

  合が年 7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年中においては、年 

   7.3パーセントの割合にあつては、当該商業手形の基準割引率に年４パーセ 

  ントの割合を加算した割合とします。平成26年１月１日から令和２年12月31 

  日までの期間については、当該期間の属する各年の前年に所得税法等の一部 

  を改正する法律（令和２年法律第８号）による改正前の租税特別措置法（昭 

  和32年法律第26号）第93条第２項の規定により告示された割合に年１パーセ 

  ントの割合を加算した割合（以下「特例基準割合」という。）が年 7.3パー 

  セントの割合に満たない場合には、その年（以下「特例基準割合適用年」と 

  いう。）中においては、年14.6パーセントの割合にあつては当該特例基準割 

  合適用年における特例基準割合に年 7.3パーセントの割合を加算した割合と 

  し、年 7.3パーセントの割合にあつては当該特例基準割合に年１パーセント 

  の割合を加算した割合（当該加算した割合が年 7.3パーセントの割合を超え 

  る場合には、年 7.3パーセントの割合）とします。令和３年１月１日以後の 

  期間については、当該期間の属する各年の前年に租税特別措置法第93条第２ 

  項に規定する平均貸付割合に年１パーセントの割合を加算した割合（以下 

  「延滞金特例基準割合」という。）が年 7.3パーセントの割合に満たない場 

  合には、その年中においては、年14.6パーセントの割合にあつてはその年に 

  おける延滞金特例基準割合に年 7.3パーセントの割合を加算した割合とし、 

  年 7.3パーセントの割合にあつては当該延滞金特例基準割合に年１パーセン 

  トの割合を加算した割合（当該加算した割合が年 7.3パーセントの割合を超 

  える場合には、年 7.3パーセントの割合）とします。）を乗じて計算した金 

  額（計算の基礎となる税額に 1,000円未満の端数があるとき、又はその税額 
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  の全額が 2,000円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨て 

  て計算する。）に相当する延滞金額を加算して納付してください。 

 ２ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日か 

  ら起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をすることができます。 

  ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査 

  請求をすることができません。 

 ３ ２の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日 

  の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴訟において富山 

  県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを 

  提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁 

  決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がない 

   とき。 

  ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避 

   けるため緊急の必要があるとき。 

  ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
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第62号様式⑵（第40条関係） 

                             年  月  日  

      様 

                       富山県総合県税事務所長 印  

      法人県民税・法人事業税・特別法人事業税更正決定等通知書      

  次のとおり更正・決定及び加算金決定しましたから通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＋ ＋ ＋ ＋  

分 
 
 

割 
 
 

基 
 
 

準 

加 
 

算 
 

金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 月 日 から    年 月 日まで 
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 １ 不足税額については、申告納付すべきであつた納期限の翌日から納付の日 

  までの期間の日数に応じ、不足税額に年14.6パーセント（この通知書の納期 

  限までの期間又は当該納期限の翌日から１月を経過する日までの期間につい 

  ては、年 7.3パーセント）の割合（平成12年１月１日から平成25年12月31日 

  までの期間については、当該期間の属する各年の前年の11月30日を経過する 

  時における日本銀行法（平成９年法律第89号）第15条第１項第１号の規定に 

  より定められる商業手形の基準割引率に年４パーセントの割合を加算した割 

  合が年 7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年中においては、年 

   7.3パーセントの割合にあつては、当該商業手形の基準割引率に年４パーセ 

  ントの割合を加算した割合とします。平成26年１月１日から令和２年12月31 

  日までの期間については、当該期間の属する各年の前年に所得税法等の一部 

  を改正する法律（令和２年法律第８号）による改正前の租税特別措置法（昭 

  和32年法律第26号）第93条第２項の規定により告示された割合に年１パーセ 

  ントの割合を加算した割合（以下「特例基準割合」という。）が年 7.3パー 

  セントの割合に満たない場合には、その年（以下「特例基準割合適用年」と 

  いう。）中においては、年14.6パーセントの割合にあつては当該特例基準割 

  合適用年における特例基準割合に年 7.3パーセントの割合を加算した割合と 

  し、年 7.3パーセントの割合にあつては当該特例基準割合に年１パーセント 

  の割合を加算した割合（当該加算した割合が年 7.3パーセントの割合を超え 

  る場合には、年 7.3パーセントの割合）とします。令和３年１月１日以後の 

  期間については、当該期間の属する各年の前年に租税特別措置法第93条第２ 

  項に規定する平均貸付割合に年１パーセントの割合を加算した割合（以下 

  「延滞金特例基準割合」という。）が年 7.3パーセントの割合に満たない場 

  合には、その年中においては、年14.6パーセントの割合にあつてはその年に 

  おける延滞金特例基準割合に年 7.3パーセントの割合を加算した割合とし、 

  年 7.3パーセントの割合にあつては当該延滞金特例基準割合に年１パーセン 

  トの割合を加算した割合（当該加算した割合が年 7.3パーセントの割合を超 

  える場合には、年 7.3パーセントの割合）とします。）を乗じて計算した金 

  額（計算の基礎となる税額に 1,000円未満の端数があるとき、又はその税額 
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  の全額が 2,000円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨て 

  て計算する。）に相当する延滞金額を加算して納付してください。 

 ２ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日か 

  ら起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をすることができます。 

  ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査 

  請求をすることができません。 

 ３ ２の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日 

  の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴訟において富山 

  県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを 

  提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁 

  決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がない 

   とき。 

  ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避 

   けるため緊急の必要があるとき。 

  ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

 


